
熊本県地球温暖化の防止に関する条例・環境配慮計画書：適用除外の整理について 
 

令和４年（2022年）１月時点・熊本県 建築課 

【条例等の抜粋】 

・条例第３２条第１項（建築物環境配慮計画書の作成等） 

建築主であって、規則で定める規模以上の新築、改築又は増築をしようとする者（ 建築物の 

エネルギー消費性能の向上に関する法律【建築物省エネ法】第１８条各号のいずれかに該当する 

建築物に係る建築主を除く。以下「特定建築主」という。 ）は、…計画書（「建築物環境配慮 

計画書」という。）を作成し、知事に提出しなければならない。 

・条例施行規則第２７条（特定建築主に該当することになる新築等の規模） 

条例第３２条第 1項の規則で定める規模は、床面積（改築又は増築の場合にあっては、当該 

改築又は増築に係る部分の床面積）の合計が 2,000平方メートルとする。 
 

⇒条例第３２条第１項における『 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

【建築物省エネ法】第１８条各号のいずれかに該当する建築物 』の概略は、後掲の 

（補足資料）を参照してください。 

➔➔建築物によっては、床面積の合計が 2,000平方メートル（2,000ｍ2）以上の規模 

であっても「建築物環境配慮計画書」の提出が不要となる場合があります。 

＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿  

（補足資料） 

１ 法第１８条【第一号】、令第７条【第１項：第一号と第二号】 （法第２２条・２７条） 

 ⇒空気調和設備を設ける必要がないものとして政令で定める用途に供する建築物 

 

引用元：（一社）住宅性能評価・表示協会【略称：評価協会】ホームページ：省エネ適判部会ＱＡ集 



 
引用元：（一社）住宅性能評価・表示協会【略称：評価協会】ホームページ：省エネ適判部会ＱＡ集 

 

２ 法第１８条【第二号】、令第７条【第２項：第一号～第六号】 （法第２２条・２７条） 

 ⇒文化財・伝建・重要美術品などのうち政令で定める建築物 

 

３ 法第１８条【第三号】、令第７条【第３項：第一号～第三号】 （法第２２条・２７条） 

 ⇒仮設の建築物であって政令で定めるもの 

 

＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿  

（その他：熊本県建築物環境配慮制度運用マニュアル 2017年版・Ⅲ-99ページ関連） 

【モデル建物法 入力支援ツール 解説（2021年 4月）】ⅶ～ⅹⅳページ参照  

⇒工場における生産エリア、冷凍倉庫、冷蔵倉庫、定温（ていおん）倉庫、 

低温（ていおん）倉庫、データセンターの電算機室、などの部分が代表例です。 

 ⇒掲載元：（国研）建築研究所ホームページ 

 

 ※計算対象除外の部分を有する建築物の場合でも、省エネ適判や届出などの手続きが 

不要・適用除外（規制対象外）となるものではありませんので、ご注意ください。 

■建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（経産省・国交省）・ 

モデル建物法（国土技術政策総合研究所・建築研究所）： 

⇒ 一次エネルギー消費量の算定対象としない（計算の対象からは除外される）部分 

  ∴ 一次エネルギー消費性能ＢＥＩ（ＢＥＩｍ）も算出されません。 

 


